
過疎地域自立促進特別措置法 
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第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生

産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域について、総合

的かつ計画的な対策を実施するために必要な特別措置を講ずることにより、これら

の地域の自立促進を図り、もって住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及

び美しく風格ある国土の形成に寄与することを目的とする。 

 

 （過疎地域） 

第２条 この法律において「過疎地域」とは、次の各号のいずれかに該当する市町村

（地方税の収入以外の政令で定める収入の額が政令で定める金額を超える市町村

を除く。）の区域をいう。 

 一 次のいずれかに該当し、かつ、地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）第

１４条の規定により算定した市町村の基準財政収入額を同法第１１条の規定に

より算定した当該市町村の基準財政需要額で除して得た数値（次号において「財

政力指数」という。）で平成８年度から平成１０年度までの各年度に係るものを

合算したものの３分の１の数値が０．４２以下であること。ただし、イ、ロ又は

ハに該当する場合においては、国勢調査の結果による市町村人口に係る平成７年

の人口から当該市町村人口に係る昭和４５年の人口を控除して得た人口を当該

市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が０．１未満であること。 

  イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和３５年の人口から当該市町村

人口に係る平成７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和

３５年の人口で除して得た数値（以下「３５年間人口減少率」という。）が０．

３以上であること。 

  ロ ３５年間人口減少率が０．２５以上であって、国勢調査の結果による市町村
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人口に係る平成七年の人口のうち６５歳以上の人口を当該市町村人口に係る

同年の人口で除して得た数値が０．２４以上であること。 

  ハ ３５年間人口減少率が０．２５以上であって、国勢調査の結果による市町村

人口に係る平成７年の人口のうち１５歳以上３０歳未満の人口を当該市町村

人口に係る同年の人口で除して得た数値が０．１５以下であること。 

  ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和４５年の人口から当該市町村

人口に係る平成７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭和

４５年の人口で除して得た数値が０．１９以上であること。 

 二 次のいずれかに該当し、かつ、財政力指数で平成１８年度から平成２０年度ま

での各年度に係るものを合算したものの３分の１の数値が０．５６以下であるこ

と。ただし、イ、ロ又はハに該当する場合においては、国勢調査の結果による市

町村人口に係る平成１７年の人口から当該市町村人口に係る昭和５５年の人口

を控除して得た人口を当該市町村人口に係る同年の人口で除して得た数値が０．

１未満であること。 

  イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和３５年の人口から当該市町村

人口に係る平成１７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭

和３５年の人口で除して得た数値（以下「４５年間人口減少率」という。）が

０．３３以上であること。 

  ロ ４５年間人口減少率が０．２８以上であって、国勢調査の結果による市町村

人口に係る平成１７年の人口のうち６５歳以上の人口を当該市町村人口に係

る同年の人口で除して得た数値が０．２９以上であること。 

  ハ ４５年間人口減少率が０．２８以上であって、国勢調査の結果による市町村

人口に係る平成１７年の人口のうち１５歳以上３０歳未満の人口を当該市町

村人口に係る同年の人口で除して得た数値が０．１４以下であること。 

  ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭和５５年の人口から当該市町村

人口に係る平成１７年の人口を控除して得た人口を当該市町村人口に係る昭

和５５年の人口で除して得た数値が０．１７以上であること。 

２ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、過疎地域をその区域とする市町村

（以下「過疎地域の市町村」という。）を公示するものとする。 

 

 （過疎地域自立促進のための対策の目標） 

第３条 過疎地域の自立促進のための対策は、第１条の目的を達成するため、地域に

おける創意工夫を尊重し、次に掲げる目標に従って推進されなければならない。 

 一 産業基盤の整備、農林漁業経営の近代化、中小企業の育成、企業の導入及び起

業の促進、観光の開発等を図ることにより、産業を振興し、あわせて安定的な雇



 
 

用を増大すること。  

 二 道路その他の交通施設、通信施設等の整備を図ること等により、過疎地域とそ

の他の地域及び過疎地域内の交通通信連絡を確保するとともに、過疎地域におけ

る情報化を図り、及び地域間交流を促進すること。 

 三 生活環境の整備、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進、医療の確保並びに

教育の振興を図ることにより、住民の生活の安定と福祉の向上を図ること。 

 四 美しい景観の整備、地域文化の振興等を図ることにより、個性豊かな地域社会

を形成すること。 

 五 基幹集落の整備及び適正規模集落の育成を図ることにより、地域社会の再編成

を促進すること。 

 

 （国の責務） 

第４条 国は、第１条の目的を達成するため、前条各号に掲げる事項につき、その政

策全般にわたり、必要な施策を総合的に講ずるものとする。 

 

第２章 過疎地域自立促進計画 

 （過疎地域自立促進方針） 

第５条 都道府県は、当該都道府県における過疎地域の自立促進を図るため、過疎地

域自立促進方針（以下「自立促進方針」という。）を定めることができる。 

２ 自立促進方針は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 過疎地域の自立促進に関する基本的な事項 

 二 過疎地域における農林水産業、商工業その他の産業の振興及び観光の開発に関

する事項 

 三 過疎地域とその他の地域及び過疎地域内を連絡する交通通信体系の整備、過疎

地域における情報化並びに地域間交流の促進に関する事項 

 四 過疎地域における生活環境の整備に関する事項 

 五 過疎地域における高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関する事項 

 六 過疎地域における医療の確保に関する事項 

 七 過疎地域における教育の振興に関する事項 

 八 過疎地域における地域文化の振興等に関する事項 

 九 過疎地域における集落の整備に関する事項 

３ 都道府県は、自立促進方針を作成するに当たっては、過疎地域を広域的な経済社

会生活圏の整備の体系に組み入れるよう配慮しなければならない。 

４ 都道府県は、自立促進方針を定めようとするときは、あらかじめ、総務大臣、農

林水産大臣及び国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。この場合



 
 

において、総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、同意をしようとするとき

は、関係行政機関の長に協議するものとする。 

５ 過疎地域の市町村は、自立促進方針が定められていない場合には、都道府県に対

し、自立促進方針を定めるよう要請することができる。 

６ 前項の規定による要請があったときは、都道府県は、速やかに、自立促進方針を

定めるものとする。 

 

 （過疎地域自立促進市町村計画） 

第６条 過疎地域の市町村は、自立促進方針に基づき、当該市町村の議会の議決を経

て過疎地域自立促進市町村計画（以下「市町村計画」という。）を定めることがで

きる。 

２ 市町村計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 地域の自立促進の基本的方針に関する事項 

 二 農林水産業、商工業その他の産業の振興及び観光の開発に関する事項 

 三 交通通信体系の整備、地域における情報化及び地域間交流の促進に関する事項 

 四 生活環境の整備に関する事項 

 五 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関する事項 

 六 医療の確保に関する事項 

 七 教育の振興に関する事項 

 八 地域文化の振興等に関する事項 

 九 集落の整備に関する事項 

 十 前各号に掲げるもののほか、地域の自立促進に関し市町村が必要と認める事項 

３ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興に関する計画と調和が保たれると

ともに、当該市町村の建設に関する基本構想又は広域的な経済社会生活圏の整備の

計画に適合するよう定めなければならない。 

４ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めようとするときは、当該市町村計画に定

める事項のうち第２項第２号から第９号までの事項については、あらかじめ都道府

県に協議しなければならない。 

５ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたときは、直ちに、総務大臣、農林水産

大臣及び国土交通大臣にこれを提出しなければならない。 

６ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により市町村計画の提

出があった場合においては、直ちに、その内容を関係行政機関の長に通知しなけれ

ばならない。この場合において、関係行政機関の長は、当該市町村計画についてそ

の意見を総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣に申し出ることができる。 

７ 第１項及び前３項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 



 
 

 

 （過疎地域自立促進都道府県計画） 

第７条 都道府県は、自立促進方針に基づき、過疎地域の自立促進を図るため、過疎

地域自立促進都道府県計画（以下「都道府県計画」という。）を定めることができ

る。 

２ 都道府県計画は、おおむね前条第２項各号に掲げる事項について当該都道府県が

過疎地域の市町村に協力して講じようとする措置の計画とする。 

３ 都道府県は、都道府県計画を作成するに当たっては、一の過疎地域の市町村の区

域を超える広域の見地に配慮するものとする。 

４ 都道府県は、都道府県計画を定めたときは、これを総務大臣、農林水産大臣及び

国土交通大臣に提出するものとする。 

５ 前条第６項の規定は都道府県計画の提出があった場合について、前項及び同条第

６項の規定は都道府県計画の変更について、それぞれ準用する。 

 

 （関係行政機関の長の協力） 

第８条 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、市町村計画又は都道府県計画

の実施に関し必要がある場合においては、関係行政機関の長に対し、関係地方公共

団体に対する助言その他の協力を求めることができる。 

 

 （調査） 

第９条 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、過疎地域の自立促進を図るた

めに必要があると認める場合においては、関係地方公共団体について調査を行うこ

とができる。 

 

第３章 過疎地域自立促進のための財政上の特別措置 

 （国の負担又は補助の割合の特例等） 

第１０条 市町村計画に基づいて行う事業のうち、別表に掲げるものに要する経費に

対する国の負担又は補助の割合（以下「国の負担割合」という。）は、当該事業に

関する法令の規定にかかわらず、同表のとおりとする。ただし、他の法令の規定に

より同表に掲げる割合を超える国の負担割合が定められている場合は、この限りで

ない。 

２ 国は、市町村計画に基づいて行う事業のうち、別表に掲げるものに要する経費に

充てるため政令で定める交付金を交付する場合においては、政令で定めるところに

より、当該経費について前項の規定を適用したとするならば国が負担し、又は補助

することとなる割合を参酌して、当該交付金の額を算定するものとする。  



 
 

 

 （国の補助等） 

第１１条 国は、過疎地域の自立促進を図るため特に必要があると認めるときは、政

令で定めるところにより、予算の範囲内において、市町村計画又は都道府県計画に

基づいて行う事業に要する経費の一部を補助することができる。 

２ 国は、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和３３年法律第

８１号）第１２条第１項の規定により地方公共団体に対して交付金を交付する場合

において、当該地方公共団体が同条第２項の規定により作成した施設整備計画に記

載された改築等事業（同法第１１条第１項に規定する「改築等事業」をいう。）と

して、市町村計画に基づいて行う公立の小学校又は中学校を適正な規模にするため

の統合に伴い必要となった公立の小学校又は中学校に勤務する教員又は職員のた

めの住宅の建築（買収その他これに準ずる方法による取得を含む。）に係る事業が

ある場合においては、当該事業に要する経費の１０分の５．５を下回らない額の交

付金が充当されるように算定するものとする。 

 

 （過疎地域自立促進のための地方債） 

第１２条 過疎地域の市町村が市町村計画に基づいて行う地場産業に係る事業又は

観光若しくはレクリエーションに関する事業を行う者で政令で定めるものに対す

る出資及び次に掲げる施設の整備につき当該市町村が必要とする経費については、

地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第５条各号に規定する経費に該当しない

ものについても、地方債をもってその財源とすることができる。 

 一 交通の確保又は産業の振興を図るために必要な政令で定める市町村道（融雪施

設その他の道路の附属物を含む。）、農道、林道及び漁港関連道 

 二 漁港及び港湾 

 三 地場産業の振興に資する施設で政令で定めるもの 

 四 観光又はレクリエーションに関する施設 

 五 電気通信に関する施設 

 六 下水処理のための施設 

 七 公民館その他の集会施設 

 八 消防施設 

 九 高齢者の保健又は福祉の向上又は増進を図るための施設  

 十 保育所及び児童館 

 十一 認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）第３条第１項又は第２項の規定による

認定を受けた施設をいう。） 



 
 

 十二 診療施設（巡回診療車及び巡回診療船並びに患者輸送車及び患者輸送艇を含

む。） 

 十三 公立の小学校又は中学校の校舎、屋内運動場及び寄宿舎並びに公立の小学校

又は中学校の教員又は職員のための住宅及び児童又は生徒の通学を容易にする

ための自動車又は渡船施設 

 十四 図書館 

 十五 地域文化の振興等を図るための施設 

 十六 集落の整備のための政令で定める用地及び住宅 

 十七 太陽光、バイオマスを熱源とする熱その他の自然エネルギーを利用するため

の施設で政令で定めるもの 

 十八 前各号に掲げるもののほか、政令で定める施設 

２ 前項に規定するもののほか、地域医療の確保、住民の日常的な移動のための交通

手段の確保、集落の維持及び活性化その他の住民が将来にわたり安全に安心して暮

らすことのできる地域社会の実現を図るため特別に地方債を財源として行うこと

が必要と認められる事業として過疎地域の市町村が市町村計画に定めるもの（当該

事業の実施のために地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条の規定によ

り設けられる基金の積立てを含む。次項において「過疎地域自立促進特別事業」と

いう。）の実施につき当該市町村が必要とする経費（出資及び施設の整備につき必

要とする経費を除く。）については、地方財政法第５条各号に規定する経費に該当

しないものについても、人口、面積、財政状況その他の条件を考慮して総務省令で

定めるところにより算定した額の範囲内に限り、地方債をもってその財源とするこ

とができる。 

３ 市町村計画に基づいて行う第１項に規定する出資若しくは施設の整備又は過疎

地域自立促進特別事業の実施につき過疎地域の市町村が必要とする経費の財源に

充てるため起こした地方債（当該地方債を財源として設置した施設に関する事業の

経営に伴う収入を当該地方債の元利償還に充てることができるものを除く。）で、

総務大臣が指定したものに係る元利償還に要する経費は、地方交付税法の定めると

ころにより、当該市町村に交付すべき地方交付税の額の算定に用いる基準財政需要

額に算入するものとする。 

 

 （資金の確保等） 

第１３条 国は、市町村計画又は都道府県計画に基づいて行う事業の実施に関し、必

要な資金の確保その他の援助に努めなければならない。 

 

第４章 過疎地域自立促進のためのその他の特別措置 



 
 

 （基幹道路の整備） 

第１４条 過疎地域における基幹的な市町村道並びに市町村が管理する基幹的な農

道、林道及び漁港関連道（過疎地域とその他の地域を連絡する基幹的な市町村道並

びに市町村が管理する基幹的な農道、林道及び漁港関連道を含む。）で政令で定め

る関係行政機関の長が指定するもの（以下「基幹道路」という。）の新設及び改築

については、他の法令の規定にかかわらず、都道府県計画に基づいて、都道府県が

行うことができる。 

２ 都道府県は、前項の規定により市町村道の新設又は改築を行う場合においては、

政令で定めるところにより、当該市町村道の道路管理者（道路法（昭和２７年法律

第１８０号）第１８条第１項に規定する道路管理者をいう。）に代わってその権限

を行うものとする。 

３ 第１項の規定により都道府県が行う基幹道路の新設及び改築に係る事業（以下

「基幹道路整備事業」という。）に要する経費については、当該都道府県が負担す

る。 

４ 基幹道路整備事業に要する経費に係る国の負担又は補助については、基幹道路を

都道府県道又は都道府県が管理する農道、林道若しくは漁港関連道とみなす。 

５ 第３項の規定により基幹道路整備事業に要する経費を負担する都道府県が後進

地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律（昭和３６年

法律第１１２号。以下「負担特例法」という。）第２条第１項に規定する適用団体

である場合においては、基幹道路整備事業（北海道及び奄美群島の区域における基

幹道路整備事業で当該事業に係る経費に対する国の負担割合がこれらの区域以外

の区域における当該事業に相当する事業に係る経費に対する通常の国の負担割合

と異なるものを除く。）を同条第２項に規定する開発指定事業とみなして、負担特

例法の規定を適用する。 

６ 北海道及び奄美群島の区域における基幹道路整備事業で当該事業に係る経費に

対する国の負担割合がこれらの区域以外の区域における当該事業に相当する事業

に係る経費に対する通常の国の負担割合と異なるものについては、第３項の規定に

より当該基幹道路整備事業に要する経費を負担する都道府県が負担特例法第２条

第１項に規定する適用団体である場合においては、国は、第１号に掲げる国の負担

割合が第２号に掲げる国の負担割合を超えるものにあっては、第１号に掲げる国の

負担割合により算定した額に相当する額を、第１号に掲げる国の負担割合が第２号

に掲げる国の負担割合を超えないものにあっては、第２号に掲げる国の負担割合に

より算定した額に相当する額を負担し、又は補助するものとする。 

 一 北海道及び奄美群島の区域以外の区域における当該基幹道路整備事業に相当

する事業に係る経費に対する通常の国の負担割合をこれらの区域における当該



 
 

基幹道路整備事業に係る経費に対する国の負担割合として負担特例法第３条第

１項及び第２項の規定により算定した国の負担割合 

 二 北海道及び奄美群島の区域における当該基幹道路整備事業に係る経費に対す

る国の負担割合 

 

 （公共下水道の幹線管渠
きょ

等の整備） 

第１５条 過疎地域における市町村が管理する公共下水道のうち、広域の見地から設

置する必要があるものであって、過疎地域の市町村のみでは設置することが困難な

ものとして国土交通大臣が指定するものの幹線管渠
きょ

、終末処理場及びポンプ施設

（以下「幹線管渠等」という。）の設置については、下水道法（昭和３３年法律第

７９号）第３条第１項の規定にかかわらず、都道府県計画に基づいて、都道府県が

行うことができる。 

２ 前項の指定は、当該公共下水道の公共下水道管理者（下水道法第４条第１項に規

定する公共下水道管理者をいう。以下同じ。）である市町村の申請に基づいて行う

ものとする。 

３ 都道府県は、第１項の規定により公共下水道の幹線管渠等の設置を行う場合にお

いては、政令で定めるところにより、当該公共下水道の公共下水道管理者に代わっ

てその権限を行うものとする。 

４ 第１項の規定により都道府県が公共下水道の幹線管渠等の設置を行う場合にお

いては、下水道法第２２条第１項の規定の適用については、当該都道府県を公共下

水道管理者とみなす。 

５ 第１項の規定により都道府県が行う公共下水道の幹線管渠等の設置に係る事業

（以下「公共下水道幹線管渠等整備事業」という。）に要する経費については、当

該都道府県が負担する。 

６ 前項の規定にかかわらず、公共下水道幹線管渠等整備事業を行う都道府県は、当

該公共下水道の公共下水道管理者である市町村に対し、当該事業に要する経費の全

部又は一部を負担させることができる。 

７ 前項の経費について市町村が負担すべき額は、当該市町村の意見を聴いた上、当

該都道府県の議会の議決を経て定めなければならない。 

８ 公共下水道幹線管渠等整備事業に要する経費に係る国の補助及び資金の融通に

ついては、当該事業に係る公共下水道を都道府県が設置する公共下水道とみなす。 

９ 負担特例法第２条第１項の規定の例によって算定した同項に規定する財政力指

数が０．４６に満たない都道府県（以下「特定都道府県」という。）が行う公共下



 
 

水道幹線管渠等整備事業に係る経費に対する国の補助の割合については、負担特例

法第３条及び第４条の規定の例による。ただし、負担特例法第３条中「適用団体」

とあるのは、「特定都道府県」とする。 

 

 （医療の確保） 

第１６条 都道府県は、過疎地域における医療を確保するため、都道府県計画に基づ

いて、無医地区に関し次に掲げる事業を実施しなければならない。 

 一 診療所の設置 

 二 患者輸送車（患者輸送艇を含む。）の整備 

 三 定期的な巡回診療 

 四 保健師による保健指導等の活動 

 五 医療機関の協力体制の整備 

 六 その他無医地区の医療の確保に必要な事業 

２ 都道府県は、前項に規定する事業を実施する場合において特に必要があると認め

るときは、病院又は診療所の開設者又は管理者に対し、次に掲げる事業につき、協

力を要請することができる。 

 一 医師又は歯科医師の派遣 

 二 巡回診療車（巡回診療船を含む。）による巡回診療 

３ 国及び都道府県は、過疎地域内の無医地区における診療に従事する医師若しくは

歯科医師又はこれを補助する看護師の確保その他当該無医地区における医療の確

保（当該診療に従事する医師又は歯科医師を派遣する病院に対する助成を含む。）

に努めなければならない。 

４ 都道府県は、第１項及び第２項に規定する事業の実施に要する費用を負担する。 

５ 国は、前項の費用のうち第１項第１号から第３号までに掲げる事業及び第２項に

規定する事業に係るものについて、政令で定めるところにより、その２分の１を補

助するものとする。ただし、他の法令の規定により２分の１を超える国の負担割合

が定められている場合は、この限りでない。 

 

第１７条 国及び都道府県は、過疎地域における医療を確保するため、過疎地域の市

町村が市町村計画に基づいて前条第１項各号に掲げる事業を実施しようとすると

きは、当該事業が円滑に実施されるよう適切な配慮をするものとする。 

 

 （高齢者の福祉の増進） 

第１８条 都道府県は、過疎地域における高齢者の福祉の増進を図るため、市町村計

画に基づいて行う事業のうち、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の



 
 

２第３項に規定する便宜を供与し、あわせて高齢者の居住の用に供するための施設

の整備に要する費用の一部を補助することができる。 

２ 国は、予算の範囲内において、都道府県が前項の規定により補助する費用の一部

を補助することができる。 

３ 国は、過疎地域における高齢者の福祉の増進を図るため、都道府県が都道府県計

画に基づいて第１項に規定する施設の整備をしようとするときは、予算の範囲内に

おいて、当該整備に要する費用の一部を補助することができる。 

 

第１９条 国は、過疎地域における高齢者の福祉の増進を図るため、過疎地域の市町

村が市町村計画に基づいて高齢者の自主的活動の助長と福祉の増進を図るための

集会施設の建設をしようとするときは、予算の範囲内において、当該建設に要する

費用の一部を補助することができる。 

 

 （交通の確保） 

第２０条 国及び地方公共団体は、過疎地域における住民の生活の利便性の向上等を

図るため、地域住民の生活に必要な旅客輸送の安定的な確保について適切な配慮を

するものとする。 

 

 （情報の流通の円滑化及び通信体系の充実） 

第２１条 国及び地方公共団体は、過疎地域における住民の生活の利便性の向上、産

業の振興、地域間交流の促進等を図るため、情報の流通の円滑化及び通信体系の充

実について適切な配慮をするものとする。 

 

 （教育の充実） 

第２２条 国及び地方公共団体は、過疎地域において、その教育の特殊事情にかんが

み、学校教育及び社会教育の充実に努めるとともに、地域社会の特性に応じた生涯

学習の振興に資するための施策の充実について適切な配慮をするものとする。 

 

 （地域文化の振興等） 

第２３条 国及び地方公共団体は、過疎地域において伝承されてきた文化的所産の保

存及び活用について適切な措置が講ぜられるよう努めるとともに、地域における文

化の振興について適切な配慮をするものとする。 

 

 （農地法等による処分についての配慮） 

第２４条 国の行政機関の長又は都道府県は、過疎地域内の土地を市町村計画に定め



 
 

る用途に供するため農地法（昭和２７年法律第２２９号）その他の法律の規定によ

る許可その他の処分を求められたときは、当該地域の自立促進が図られるよう適切

な配慮をするものとする。 

 

 （国有林野の活用） 

第２５条 国は、市町村計画の実施を促進するため、国有林野の活用について適切な

配慮をするものとする。 

 

 （株式会社日本政策金融公庫等からの資金の貸付け） 

第２６条 株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振興開発金融公庫は、過疎地域におい

て農業（畜産業を含む。）、林業若しくは漁業を営む者又はこれらの者の組織する法

人に対し、その者又はその法人が農林水産省令で定めるところにより作成した農林

漁業の経営改善又は振興のための計画であって農林水産省令で定める基準に適合

する旨の都道府県の認定を受けたものを実施するために必要な資金の貸付けを行

うものとする。 

 

 （中小企業に対する資金の確保） 

第２７条 国は、過疎地域において事業を行う中小企業者が経済産業省令で定めると

ころにより作成した経営改善のための計画であって経済産業省令で定める基準に

適合する旨の都道府県の認定を受けたものに基づく事業の実施に関し、当該事業者

が必要とする資金の確保に努めなければならない。 

２ 国及び都道府県は、前項に定めるもののほか、過疎地域において中小企業者が行

う事業であって第１条の目的の達成に資すると認められるものの実施に関し、当該

事業者が必要とする資金の確保に努めなければならない。 

 

 （沖縄振興開発金融公庫からの資金の貸付け） 

第２８条 沖縄振興開発金融公庫は、市町村計画のうち集落の整備に関する事項に係

る計画にのっとって過疎地域の市町村の住民が行う住宅の建設若しくは購入又は

住宅の建設若しくは購入に付随する土地若しくは借地権の取得が円滑に行われる

よう必要な資金の貸付けについて適切な配慮をするものとする。 

 

 （事業用資産の買換えの場合の課税の特例） 

第２９条 過疎地域以外の地域にある事業用資産を譲渡して過疎地域内にある事業

用資産を取得した場合においては、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）の

定めるところにより、特定の事業用資産の買換えの場合の課税の特例の適用がある



 
 

ものとする。 

 

 （減価償却の特例） 

第３０条 過疎地域内において製造の事業、情報通信技術利用事業（情報通信の技術

を利用する方法により行う商品又は役務に関する情報の提供に関する事業その他

の政令で定める事業をいう。以下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除く。以下同じ。）

の用に供する設備を新設し、又は増設した者がある場合において、当該新設又は増

設により、当該過疎地域内における雇用の増大に寄与すると認められるときは、当

該新設又は増設に伴い新たに取得し、又は製作し、若しくは建設した機械及び装置

（製造の事業又は情報通信技術利用事業の用に供するものに限る。以下同じ。）並

びに建物及びその附属設備については、租税特別措置法の定めるところにより、特

別償却を行うことができる。 

 

 （地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第３１条 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条の規定により、地方公共団

体が、過疎地域内において製造の事業、情報通信技術利用事業若しくは旅館業の用

に供する設備を新設し、若しくは増設した者について、その事業に対する事業税、

その事業に係る建物若しくはその敷地である土地の取得に対する不動産取得税若

しくはその事業に係る機械及び装置若しくはその事業に係る建物若しくはその敷

地である土地に対する固定資産税を課さなかった場合若しくは過疎地域内におい

て畜産業若しくは水産業を行う個人について、その事業に対する事業税を課さなか

った場合又はこれらの者について、これらの地方税に係る不均一の課税をした場合

において、これらの措置が総務省令で定める場合に該当するものと認められるとき

は、地方交付税法第１４条の規定による当該地方公共団体の各年度における基準財

政収入額は、同条の規定にかかわらず、当該地方公共団体の当該各年度分の減収額

（事業税又は固定資産税に関するこれらの措置による減収額にあっては、これらの

措置がされた最初の年度以降３箇年度（個人の行う畜産業及び水産業に対するもの

にあっては、総務省令で定める期間に係る年度）におけるものに限る。）のうち総

務省令で定めるところにより算定した額を同条の規定による当該地方公共団体の

当該各年度（これらの措置が総務省令で定める日以後において行われたときは、当

該減収額について当該各年度の翌年度）における基準財政収入額となるべき額から

控除した額とする。 

 

第５章 雑則 

 （過疎地域の市町村以外の市町村の区域に対する適用） 



 
 

第３２条 この法律の規定は、平成８年以降において最初に行われる国勢調査の結果

による人口の年齢別構成が公表された場合においては、第２条第１項第１号中「平

成８年度から平成１０年度まで」とあるのは「第３２条に規定する国勢調査の結果

による人口の年齢別構成が公表された日の属する年度前３箇年度内」と、「平成７

年の人口から」とあるのは「第３２条に規定する国勢調査が行われた年（以下「基

準年」という。）の人口から」と、「昭和４５年」とあるのは「基準年から起算して

２５年以前において最近に国勢調査が行われた年」と、「０．１」とあるのは「０．

１を２５で除して得た数値に基準年から起算して２５年以前において最近に国勢

調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得た数値」と、「昭和３５

年」とあるのは「基準年から起算して３５年以前において最近に国勢調査が行われ

た年」と、「平成７年の人口を」とあるのは「基準年の人口を」と、「０．３」とあ

るのは「０．３を３５で除して得た数値に基準年から起算して３５年以前において

最近に国勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得た数値」と、

「０．２５」とあるのは「０．２５を３５で除して得た数値に基準年から起算して

３５年以前において最近に国勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を

乗じて得た数値」と、「平成７年の人口のうち」とあるのは「基準年の人口のうち」

と、「同年の人口で除して得た数値が０．２４」とあるのは「基準年の人口で除し

て得た数値が０．２４」と、「同年の人口で除して得た数値が０．１５」とあるの

は「基準年の人口で除して得た数値が０．１５」と、「０．１９」とあるのは「０．

１９を２５で除して得た数値に基準年から起算して２５年以前において最近に国

勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得た数値」とそれぞれ読

み替えて、過疎地域の市町村以外の市町村の区域についても適用する。 

 

 （市町村の廃置分合等があった場合の特例） 

第３３条 過疎地域の市町村の廃置分合又は境界変更があった場合には、当該廃置分

合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更された市町村の区域で総務

省令・農林水産省令・国土交通省令で定める基準に該当するものは、過疎地域とみ

なして、この法律の規定を適用する。 

２ 合併市町村（市町村の合併（２以上の市町村の区域の全部若しくは一部をもって

市町村を置き、又は市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入すること

で市町村の数の減少を伴うものをいう。以下同じ。）により設置され、又は他の市

町村の区域の全部若しくは一部を編入した市町村をいい、過疎地域の市町村を除く。

以下同じ。）のうち合併関係市町村（市町村の合併によりその区域の全部又は一部

が合併市町村の区域の一部となった市町村をいう。以下同じ。）に過疎地域の市町

村（当該市町村の合併が行われた日の前日においてこの項の規定の適用を受けてい



 
 

た市町村を含む。）が含まれるものについては、当該合併市町村の区域のうち当該

市町村の合併が行われた日の前日において過疎地域であった区域を過疎地域とみ

なして、この法律の規定を適用する。この場合において必要な事項は、政令で定め

る。 

 

 （政令への委任） 

第３４条 第２条第１項各号に規定する数値の算定、市町村の廃置分合又は境界変更

があった場合についてこの法律の規定を適用するために必要な事項、第３２条の場

合におけるこの法律の規定の適用に関し必要な事項、沖縄県の市町村について第２

条（第３２条の規定により読み替えて適用される第２条を含む。）の規定を適用す

る場合において必要な事項その他この法律の施行に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

 

   附 則（抄） 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

 （国の負担等に関する規定の適用） 

第２条 第１０条（別表を含む。以下同じ。）、第１１条、第１４条第４項から第６項

まで、第１５条第９項及び第１０項、第１６条第５項、第１８条第２項及び第３項

並びに第１９条の規定は、平成１２年度の予算に係る国の負担又は補助（平成１１

年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成１２年度以降の年度に支出すべ

きものとされた国の負担又は補助を除く。）から適用し、平成１１年度以前の年度

の国庫債務負担行為に基づき平成１２年度以降の年度に支出すべきものとされた

国の負担又は補助及び平成１１年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補

助で平成１２年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。 

 

 （この法律の失効） 

第３条 この法律は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 （過疎地域活性化特別措置法の失効に伴う経過措置） 

第４条 旧過疎地域活性化特別措置法（平成２年法律第１５号。以下「旧過疎活性化

法」という。）第６条に規定する市町村計画又は旧過疎活性化法第７条に規定する

都道府県計画に基づく事業に係る国の負担又は補助のうち、平成１１年度以前の年

度の国庫債務負担行為に基づき平成１２年度以降の年度に支出すべきものとされ



 
 

たもの及び平成１１年度以前の年度の歳出予算に係るもので平成１２年度以降の

年度に繰り越されたものについては、旧過疎活性化法第１０条（別表を含む。）、第

１１条、第１５条第５項、第１７条第２項及び第３項並びに第１８条の規定は、旧

過疎活性化法の失効後も、なおその効力を有する。 

２ 平成１２年３月３１日において旧過疎活性化法の規定に基づく過疎地域をその

区域とする市町村（以下「旧過疎活性化地域の市町村」という。）の区域内におけ

る旧過疎活性化法第１４条第１項に規定する基幹道路の新設及び改築に係る事業

並びに旧過疎活性化法第１４条の２第１項に規定する公共下水道の幹線管渠等の

設置に係る事業で、同日においてその工事を完了していないものについては、旧過

疎活性化法第１４条及び第１４条の２の規定は、平成１７年３月３１日までの間に

限り、なおその効力を有する。 

３ 地方公共団体が、旧過疎活性化地域の市町村の区域内において製造の事業若しく

は旅館業の用に供する設備を平成１２年３月３１日以前に新設し、若しくは増設し

た者に係る事業税、不動産取得税若しくは固定資産税について課税免除若しくは不

均一課税をした場合又は旧過疎活性化地域の市町村の区域内において畜産業、水産

業若しくは薪炭製造業を行う個人に係る事業税について同日以前に課税免除若し

くは不均一課税をした場合における地方交付税法第１４条の規定による当該地方

公共団体の基準財政収入額の算定については、旧過疎活性化法第２８条の規定は、

旧過疎活性化法の失効後も、なおその効力を有する。 

４ 昭和５５年３月３１日までに農林漁業金融公庫法（昭和２７年法律第３５５号）

の規定により農林漁業金融公庫が締結した貸付契約に係る貸付金であって旧過疎

地域対策緊急措置法（昭和４５年法律第３１号。以下「旧過疎対策法」という。）

第１９条に規定する資金に係るものについては、旧過疎活性化法附則第１０項の規

定によりなおその効力を有するものとされた旧過疎地域振興特別措置法（昭和５５

年法律第１９号。以下「旧過疎振興法」という。）附則第１３項の規定は、旧過疎

活性化法の失効後も、なおその効力を有する。 

５ 昭和５５年４月１日以降平成２年３月３１日までに農林漁業金融公庫法の規定

により農林漁業金融公庫が締結した貸付契約に係る貸付金であって旧過疎振興法

第２２条に規定する資金に係るものについては、旧過疎活性化法附則第１９項の規

定は、旧過疎活性化法の失効後も、なおその効力を有する。 

６ 昭和５５年３月３１日までに住宅金融公庫法（昭和２５年法律第１５６号）の規

定により旧過疎対策法に基づく市町村過疎地域振興計画のうち集落の整備に関す

る事項に係る計画にのっとって住宅を建設するため必要な資金の貸付けを受けた

者の当該貸付けについては、旧過疎活性化法附則第１１項の規定によりなおその効

力を有するものとされた旧過疎振興法附則第１５項の規定は、旧過疎活性化法の失



 
 

効後も、なおその効力を有する。 

７ 昭和５５年４月１日以降平成２年３月３１日までに住宅金融公庫法の規定によ

り旧過疎振興法に基づく市町村過疎地域振興計画のうち集落の整備に関する事項

に係る計画にのっとって住宅を建設し、又は購入するため必要な資金の貸付けを受

けた者の当該貸付けについては、旧過疎活性化法附則第１４項の規定は、旧過疎活

性化法の失効後も、なおその効力を有する。 

 

 （特定市町村等に対するこの法律の準用） 

第５条 旧過疎活性化地域の市町村のうち過疎地域の市町村以外のもの（以下「特定

市町村」という。）については、平成１２年度から平成１６年度までの間に限り、

政令で定めるところにより、第１０条、第１１条、第１４条及び第１５条の規定を

準用する。この場合において、第１０条及び第１１条の規定の準用に関し平成１７

年度以降必要となる経過措置は、政令で定める。 

２ 特定市町村のうち政令で定めるものについては、平成１２年度から平成１６年度

までの間に限り、政令で定めるところにより、第１２条の規定を準用する。 

 

第６条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において附則第１７

条の規定による改正前の市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）

第１２条の規定の適用を受けていた市町村のうち過疎地域の市町村以外のものに

ついては、当該市町村の区域のうち同条に規定する市町村の合併が行われた日の前

日において旧過疎活性化法の規定に基づく過疎地域であった区域を特定市町村の

区域とみなして、前条の規定を適用する。この場合において必要な事項は、政令で

定める。 

 

第７条 合併市町村のうち合併関係市町村に特定市町村（当該市町村の合併が行われ

た日の前日において前条又はこの条の規定の適用を受けていた市町村を含む。）が

含まれるものについては、当該合併市町村の区域のうち当該市町村の合併が行われ

た日の前日において特定市町村の区域であった区域を特定市町村の区域とみなし

て、附則第５条の規定を適用する。この場合において必要な事項は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成１３年１２月１２日法律第１５３号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。  

 



 
 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第４２条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。

以下この条において同じ。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、

改正後のそれぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定め

があるものを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみな

す。 

 

（経過措置の政令への委任） 

第４４条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

   附 則 （平成１４年２月８日法律第１号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成１７年４月１日法律第２５号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成１７年７月６日法律第８２号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成１７年１１月７日法律第１２３号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第５条第１項（居宅介護、行動援護、児童デイサービス、短期入所及び共同生

活援助に係る部分を除く。）、第３項、第５項、第６項、第９項から第１５項まで、

第１７項及び第１９項から第２２項まで、第２章１節（サービス利用計画作成費、

特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当

療養介護医療費及び補装具費の支給に係る部分に限る。）、第２８条第１項（第２

号、第４号、第５号及び第８号から第１０号までに係る部分に限る。）及び第２

項（第１号から第３号までに係る部分に限る。）、第３２条、第３４条、第３５条、



 
 

第３６条第４項（第３７条第２項において準用する場合を含む。）、第３８条から

第４０条まで、第４１条（指定障害者支援施設及び指定相談支援事業者の指定に

係る部分に限る。）、第４２条（指定障害者支援施設等の設置者及び指定相談支援

事業者に係る部分に限る。）、第４４条、第４５条、第４６条第１項（指定相談支

援事業者に係る部分に限る。）及び第２項、第４７条、第４８条第３項及び第４

項、第４９条第２項及び第３項並びに同条第４項から第７項まで（指定障害者支

援施設等の設置者及び指定相談支援事業者に係る部分に限る。）、第５０条第３項

及び第４項、第５１条（指定障害者支援施設及び指定相談支援事業者に係る部分

に限る。）、第７０条から第７２条まで、第７３条、第７４条第２項及び第７５条

（療養介護医療及び基準該当療養介護医療に係る部分に限る。）、第２章第４節、

第３章、第４章（障害福祉サービス事業に係る部分を除く。）、第５章、第９２条

第１号（サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特

別給付費の支給に係る部分に限る。）、第２号（療養介護医療費及び基準該当療養

介護医療費の支給に係る部分に限る。）、第３号及び第４号、第９３条第２号、第

９４条第１項第２号（第９２条第３号に係る部分に限る。）及び第２項、第９５

条第１項第２号（第９２条第２号に係る部分を除く。）及び第２項第２号、第９

６条、第１１０条（サービス利用計画作成費、特定障害者特別給付費、特例特定

障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療費及び補装具費の支

給に係る部分に限る。）、第１１１条及び第１１２条（第４８条第１項の規定を同

条第３項及び第４項において準用する場合に係る部分に限る。）並びに第１１４

条並びに第１１５条第１項及び第２項（サービス利用計画作成費、特定障害者特

別給付費、特例特定障害者特別給付費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療

費及び補装具費の支給に係る部分に限る。）並びに附則第１８条から第２３条ま

で、第２６条、第３０条から第３３条まで、第３５条、第３９条から第４３条ま

で、第４６条、第４８条から第５０条まで、第５２条、第５６条から第６０条ま

で、第６２条、第６５条、第６８条から第７０条まで、第７２条から第７７条ま

で、第７９条、第８１条、第８３条、第８５条から第９０条まで、第９２条、第

９３条、第９５条、第９６条、第９８条から第１００条まで、第１０５条、第１

０８条、第１１０条、第１１２条、第１１３条及び第１１５条の規定 平成１８

年１０月１日 

 

   附 則 （平成１８年３月３１日法律第１８号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成１８年４月１日から施行する。 

 



 
 

（義務教育諸学校施設費国庫負担法等の一部改正等に伴う経過措置） 

第３条 第３条から第１４条まで及び附則第５条から第７条までの規定による改正

後の次に掲げる法律の規定は、平成１８年度以降の年度の予算に係る国の負担若し

くは補助（平成１７年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成１８年

度以降の年度に支出される国の負担又は補助（第１５条第１号の規定による廃止前

の公立養護学校整備特別措置法第２条第１項及び第３条第１項並びに附則第４項

並びに第１５条第２号の規定による廃止前の公立高等学校危険建物改築促進臨時

措置法第３条第１項の規定に基づく国の負担又は補助を含む。以下この条において

同じ。）及び平成１７年度以前の年度の国庫債務負担行為に基づき平成１８年度以

降の年度に支出すべきものとされた国の負担又は補助を除く。）又は交付金の交付

について適用し、平成１７年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成

１８年度以降の年度に支出される国の負担又は補助、平成１７年度以前の年度の国

庫債務負担行為に基づき平成１８年度以降の年度に支出すべきものとされた国の

負担又は補助及び平成１７年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担又は補助で

平成１８年度以降の年度に繰り越されたものについては、なお従前の例による。 

一から八まで 略 

九 過疎地域自立促進特別措置法 

 

   附 則 （平成１９年５月２５日法律第５８号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成２０年１０月１日から施行する。 

 

（政令への委任） 

第９条 附則第２条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成２２年３月１７日法律第３号） 抄 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、附則第３条の改正

規定及び附則第７条から第９条までの規定は、公布の日から施行する。 

 

 （経過措置等） 

第２条 この法律による改正後の過疎地域自立促進特別措置法（以下「新法」という。）

第２条第１項第１号及び第３２条の規定は、この法律の施行の日以後に行われた廃

置分合又は境界変更により新たに設置され、又は境界が変更された市町村について



 
 

は、適用しない。 

 

第３条 この法律の施行により新たに新法第２条第１項の過疎地域をその区域とす

ることとなる市町村については、新法第１０条（別表を含む。）、第１１条、第１４

条第４項から第６項まで、第１５条第８項及び第９項、第１６条第５項、第１８条

第２項及び第３項並びに第１９条の規定は、平成２２年度の予算に係る国の負担若

しくは補助又は交付金の交付（以下「負担等」という。）（平成２１年度以前の年度

の国庫債務負担行為に基づき平成２２年度以降の年度に支出すべきものとされた

国の負担等を除く。）から適用し、平成２１年度以前の年度の国庫債務負担行為に

基づき平成２２年度以降の年度に支出すべきものとされた国の負担等及び平成２

１年度以前の年度の歳出予算に係る国の負担等で平成２２年度以降の年度に繰り

越されたものについては、なお従前の例による。 

 

 （政令への委任） 

第４条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政

令で定める。 

 

別表（第１０条関係） 

事業の区分 国の負担割合 

教育施設 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関

する法律第２条に規定する義務教育諸学校の

うち公立の小学校又は中学校を適正な規模に

するための統合に伴い必要となり、又は必要と

なった公立の小学校又は中学校の校舎又は屋

内運動場の新築又は増築（買収その他これに準

ずる方法による取得を含む。） 

１０分の５．５ 

児童福祉施設 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７

条第１項に規定する児童福祉施設のうち保育

所の設備の新設、修理、改造、拡張又は整備 

２分の１から１０分

の５．５（国又は地方

公共団体以外の者が

設置する保育所に係

るものにあっては、３

分の２）まで 

消防施設 消防施設強化促進法（昭和２８年法律第８７

号）第３条に規定する消防の用に供する機械器

具及び設備の購入又は設置 

１０分の５．５ 



 
 

 


